
 

 

2022 年 4 月～様々な法改正がなされます。120 年ぶりの民法改正となった成人年齢の引き下げもそ

の一つです。労働基準法では未成年者の労働契約について制約を設けていますが、成人年齢が 20 歳

から 18 歳に引き下げられたことにより、18 歳と 19 歳の労働契約について成人と同様の扱いとなり

ます。これにより、労働契約にかかる「保護者の同意」取得をなくす企業もあるようです。採用担当

者は、労働契約締結時の労働条件の説明など、これまで以上に丁寧に対応する必要があります。 

 

 

民法の「一般債権の消滅時効が 5年」と改正されたことに合わせて、労働基準法の賃金請求権の消

滅時効についても改正され、旧法では「2 年」だった期間が「5 年（当分の間は 3 年）」に延長され

ています。いきなり「5年」となってしまうと企業側の負担が大きくなることから、経過措置として

「当分の間は 3年」とされました。いよいよ 2022 年 4 月～は、労働者から未払賃金の請求をされた

場合、過去 2年分ではなく 2年を超えた期間も対象となります。 

合わせて、賃金台帳などの記録の保存期間も延長されていますので、文書管理規程の改訂や自社

の書類保管ルールを確認しておく必要があります。 

 

今回の改正により延長される「賃金請求権」とは… 

 休業手当、時間外・休日労働等に対する割増賃金、年次有給休暇中の賃金、など 

 ※労災補償の請求権（2年）、年次有給休暇請求権（2年）、退職手当（5年）等は現行のまま 

今回の改正により延長される「賃金台帳などの記録」とは… 

 労働者名簿、賃金台帳、雇入れに関する書類（労働条件通知書、履歴書など）、 

解雇に関する書類（解雇予告手当、退職手当の領収書など）、 

賃金に関する書類（昇給・減給にかかる書類）、労災補償に関する書類、 

その他労働関係に関する重要な書類（出勤簿、労使協定の協定書、休職・出向関係書類など） 

【令和 4 年 2 月号】 

■ 未払賃金を請求できる期間が延長に（2020 年 4 月 1 日分～） 



 

2020 年に成立した「年金制度改正法」が順次施行されています。一番の大型改正は「被用者保険

の適用拡大」で、2022 年 10 月 1 日～対象となる事業所の企業規模要件が現行の 500 人超から 100 人

超に引き下げられます。さらに、2024 年 10 月 1 日～50 人超に引き下げられることが決定しているた

め、自社がいつから対象となるかを確認したうえで、今後の採用においては、社会保険の加入につい

てしっかりとした説明が必要となります。 

 

・原則、被保険者本人の住所宛に送付され、海外居住等で届かないときは勤務先の事業所へ送付 

 ・マイナンバーによる届出であれば、被保険者本人の基礎年金番号通知書の確認は不要になる 

 

 

2020 年の「年金制度改正法」により、さらに 2022 年 4 月 1 日～以下が施行されます。65 歳以上

で厚生年金に加入する従業員がいる場合、給与額の設定に注意が必要となるかもしれません。 

① 「在職定時改定」制度の導入： 

65 歳以上の者は、在職中であっても毎年 1 回、年金額の改定を定時（10 月分～）に行う 

※これまでは「退職時又は 70 歳到達時に限り」老齢厚生年金の額が改定されていた 

 

② 年金受給開始時期の選択肢拡大： 

   現在 60 歳～70 歳の間となっている年金の受給開始時期の選択を、60 歳～75 歳の間に拡大 
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■ 年金手帳が廃止⇒基礎年金番号通知書に変わります（2022 年 4 月～） 

■ 「在職定時改定」制度の導入・年金受給開始時期の選択肢拡大（2022 年 4 月～） 


